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学論集 18 巻 2 号、1967 年）1 頁以下、金沢良雄『経済法（新版）』（有斐閣、1980

















































































取引委員会を設置している（27 条）。公正取引委員会は、「年齢が 35 年以上で、
法律又は経済に関する学識経験のある者」の中から内閣総理大臣により任命さ
れた委員長及び 4 名の委員から組織されている（29 条）。委員会には職権の独
い。



















































（旧 48 条 4 項）と審判開始後に被審人の申し出に基づく同意審決（旧 53 条の
3）が認められており、実際の排除措置命令のほとんどは審判手続を省略した
勧告審決が占めていた 10）。そして、もう 1 つの重要な行政措置である課徴金納
が違憲であるとの主張に関しては日本出版協会事件判決（東京高判昭 28・8・29 審
決集 5 巻 88 頁）において、それぞれ退けられている。






都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 7
付命令は、排除措置命令の審判手続が開始された場合には、審判手続が終了し
























































14）　1990 年以降、公正取引委員会が刑事告発した件数は 16 件であり、年度別の告発
件数は次の表のとおりである。















年度 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03
件数 0 1 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 1
年度 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16
件数 0 2 2 1 1 0 0 0 1 1 0 1 0
15）　独占禁止法違反を理由とする私訴には損害賠償請求と差止請求があるが、25 条
による損害賠償請求訴訟については、年次報告書及び審決集に収録されているもの
























































決（公取委審判審決昭 48・3・14 審決集 19 巻 159 頁）によりこの申立てを却下し
たため、審決取消訴訟が提起されたが、東京高裁もこれを却下する判決（東京高判
昭 49・7・19 審決集 21 巻 353 頁）を下し、最高裁に上告されたものである。
20）　本判決（最判昭 53・3・14 民集 32 巻 2 号 211 頁）に対する評釈は極めて多数に
上る。これらを網羅したものとして、谷原修身『独占禁止法と消費者訴訟』（中央経
済社、1983 年）205 － 206 頁がある。


































19 判時 1035 号 29 頁）では原告適格が認められたものの、控訴審判決（大阪高判昭
























「独禁法 45 条 1 項に基づく措置請求を不問に付する旨の公正取引委員会の決定と抗






（最判昭 34・6・19 審決集 10 巻 113 頁）、新聞購読料一斉値上げ事件（東京高判昭
36・4・26 審決集 10 巻 140 頁）、第 1 次ヱビス企業組合事件（最判昭 47・11・16 民
集 26 巻 9 号 1573 頁）、第 2 次ヱビス企業組合事件（東京地判昭 46・5・10 審決集
17 巻 294 頁）、全金労組同意審決取消請求事件（最判昭 48・12・12 審決集 19 巻






















された東京灯油事件では、請求棄却（最判昭 62・7・2 民集 41 巻 5 号 785 頁）及び
実質敗訴の和解（東京高裁昭 56・7・2 和解）に終わり、民法 709 条による訴訟が
提起された鶴岡灯油事件では、第一審で敗訴した後の控訴審（仙台高秋田支判昭
60・3・26 審決集 31 巻 204 頁）で請求が認容されたものの、上告審（最判昭元・
12・8 民集 43 巻 11 号 1259 頁）では請求が棄却された。何れの判決も、損害の立証
について、消費者側に対して過大な立証責任を課している。
28）　松下電器再販損害賠償請求事件（東京高判昭 52・9・19 高民集 30 巻 3 号 247 頁）
は、事業者と直接の取引関係がない消費者の原告適格を認めたものの、損害の立証
がないとして、請求が棄却されている。












































求めることができる」ことが規定されている（4 条 7 項）。また、優越的地位
の濫用規制における下請取引に関する特例法である下請法についても、「中小
29）　公正取引委員会では、1995 年 3 月に策定された規制緩和推進計画において、規
制緩和の推進に併せて競争政策の積極的展開を図ることを明らかにし、その後毎年






学会雑誌 55 巻 2 号、2015 年）1 頁以下、同「差別対価規制」（法学会雑誌 56 巻 1 号、
2015 年）155 頁以下、同「中小企業と優越的地位の濫用規制」（法学会雑誌 56 巻 2
号、2016 年）1 頁以下において、若干の検討を行っているので、参照されたい。



















































戸地判平 26・1・14 審決集 60 巻⑵ 214 頁）では、独占禁止法違反の成立は認めた
ものの、「著しい損害」の立証がないとして差止請求は認めず、損害賠償請求のみを
認めた。これに対して、控訴審（大阪高判平 26・10・31 審決集 61 巻 260 頁）では、
「著しい損害」の成立を認めたうえで、差止請求を認容した。なお、上告審（最決平
27・9・25 審決集 62 巻 464 頁）では、控訴審の判断が支持され、確定している。
33）　差止請求制度の問題点については、谷原修身『独占禁止法と民事的救済制度』
（中央経済社、2003 年）131 頁以下を参照。






















































講座 1 －総論』（日本評論社、1984 年）所収）47 頁以下を参照。
36）　今村成和『私的独占禁止法の研究⑷Ⅱ』（有斐閣、1976 年）324 頁。




















































39）　正田彬『消費者の権利』（岩波新書、1972 年）151 － 152 頁。
40）　1980 年代における消費者安全規制の緩和とその問題点に関しては、深津・前掲
注（4）『競争法と規制改革』187 頁以下を参照。











































































































































45）　「適格消費者団体」として認定を受けた消費者団体は、2017 年 9 月末までで、
「消費者機構日本」などの 15 のＮＰＯと公益社団法人である「全国消費者相談員協
会」の計 16 団体である。
















































































47）　深津健二「中小企業政策と競争法」（法学会雑誌 54 巻 2 号、2014 年）14―15 頁。












































































































































2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
   書面調査 ･申告 249,639 250,167 269,864 264,735 240,688 203,388 300,913
うち申告 51 69 79 65 63 102 129
   指導文書発出 11,770 9,712 9,011 9,847 7,096 7,933 7,872
   立入検査等 1,224 1,319 1.158 1,090 1,115 1,053 1,006
   改善指導措置 1,139 1,190 1,035 990 999 955 900


























都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 37
積極的に規制する法制度全体」であるとされる経済法は行政庁による規制を通
じて法実現を図るという行政手段中心の法制度が少なくないが、法の担い手は
行政庁に限らず、法によって自らの利益確保が図られる利害関係者も重要な担
い手であり、特に本稿で取り上げた法制度においては、消費者や中小企業も重
要な担い手として位置づけられるべきことを論じてきた。しかし、消費者や中
小企業がその役割を果たしていくうえで、多くの課題が残されていることも事
実である。
　独占禁止法においては、「公取委中心主義」と呼ばれるように、法運用に係
る権限を公正取引委員会が独占しており、その母法とされるアメリカの反トラ
スト法とは異なって、法目的に掲げられる消費者の利益の確保のために、消費
者自らが法の担い手として関与し得る局面はほとんどないのがわが国の特徴で
ある。わずかに消費者が関与し得る可能性のある公正取引委員会への法的措置
の請求は、単に申告ができるにすぎず、たとえ不当な不問処分に対しても争う
ことはできないとされる。また、消費者による損害賠償請求や差止請求などの
民事上の主張も現行制度が機能する余地はなく、本来は独占禁止法の担い手た
るべき重要な利害関係者であるにもかかわらず、消費者参加制度は整備されて
いない。その一方で、独占禁止法において、「公正な競争が行われる中で事業
活動を展開し得る利益」を享受する中小企業は、公正取引委員会に対して競争
事業者や取引先事業者の違反事実の申告を集中させることを通じて、「中小事
業者等に不当に不利益を与える不公正取引」に対する規制強化と迅速処理の体
制を整えさせてきた。また、損害賠償請求や差止請求に加えて、契約上の地位
確認・商品引渡請求など民事上対抗し得る手段を尽くして、法の担い手たるべ
き地位にふさわしい役割を果たしつつある。
　これに対して、消費者関係法や中小企業関係法では、消費者及び中小企業は、
法の担い手として、それぞれ重要な役割を演ずることのできる制度への改編が
図られている。消費者関係法では、消費者が自らのイニシアティブで問題解決
に当たれる制度が次第に整備されつつあり、消費者個人による問題解決が困難
な領域では、消費者団体による訴訟制度も導入され始めた。未だ多くの課題は
経済法の担い手としての消費者・中小企業38
残されているものの、消費者があるいは消費者団体が、法の担い手として、法
実現における重要な役割を果たすことのできる制度へと大きな一歩を踏み出し
た。また、中小企業関係法においては、中小企業の競争力強化・経営安定化に
向けた様々な支援を行うとともに、公正な市場環境の整備に取り組んでおり、
中小企業は「多様で活力ある独立した経済主体」として成長発展していくこと
が期待されている。そして、公正な市場環境の整備に当たって、中小企業が法
の担い手として果たしてきた役割には極めて大きいものがある。
